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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第２四半期
累計期間

会計期間
自 2023年９月１日
至 2024年２月29日

売上高 (千円) 3,043,122

経常利益 (千円) 184,086

四半期純利益 (千円) 126,719

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) －

資本金 (千円) 10,000

発行済株式総数 (株) 100,000

純資産額 (千円) 611,074

総資産額 (千円) 2,919,935

１株当たり四半期純利益 (円) 63.36

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

(円) －

１株当たり配当額 (円) －

自己資本比率 (％) 20.9

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 149,545

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △126,286

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 16,062

現金及び現金同等物の四半期末残高 (千円) 700,761

回次
第16期

第２四半期
会計期間

会計期間
自 2023年12月１日
至 2024年２月29日

１株当たり四半期純利益 (円) 37.92

(注) １．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

２．１株当たり配当額については、当社は配当を行っていないため、記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

４．当社は、第15期第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第15期第２四半期累

計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

５．2024年６月18日付で１株につき20株の株式分割を行っておりますが、当事業年度の期首に当該株式分割が行

われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算出しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、「新規上場申請のための有価証券報

告書（Ⅰの部）」に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。なお、当

社は、前第２四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析

は行っておりません。

（１）業績の状況

当第２四半期累計期間(2023年９月１日から2024年２月29日まで)におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感

染症に関連した行動制限が収束したこと、また、感染症法上の位置づけが2023年５月より従来の２類から５類に引

き下げられたこと、海外からの入国制限緩和等から人流が増加する中で、国内経済は正常化が進み、緩やかに回復

基調となっております。一方、ロシア・ウクライナ情勢の長期化や、円安進行の影響によるエネルギーコスト及び

原材料価格の高騰、それに伴う物価の上昇など、景気の動向は依然として不透明な状況が続いております。

当社が属する外食業界におきましては、行動制限が収束したこと等から、店内飲食への抵抗感が薄れ、客数も着

実に回復傾向にある一方で、上述の原材料及びエネルギー価格の上昇や労働力不足に伴う人件費や採用コストの上

昇、円安の進行等、引き続き厳しい経済環境が継続している状況となっております。このような状況の下、当社は、

原材料高等を踏まえましたメニューの変更や、価格の見直し等を行いながら、店舗運営を行っております。

（ラーメン事業）

ラーメン事業におきまして、当第２四半期会計期間での直営店の新規出店及び閉店は無く、引き続き合計28店

舗となっております。

また、取組みとしましては、サイドメニューの値上げを行っていることや、各店舗での周年イベントとしまし

て、限定メニューの販売等を行っております。

プロデュース展開では、宮城県、千葉県、埼玉県、石川県、岐阜県、京都府にて新規で６店舗がオープンして

おりますが、１店舗閉店もあり、合計63店舗となりました。引き続き、直営店では未展開の地域含め、地方エリ

アの展開を広げていく想定でおります。

この結果、ラーメン事業の売上高は1,571,197千円、セグメント利益は161,460千円となりました。

（レストラン事業）

レストラン事業におきまして、当第２四半期会計期間での直営店及びライセンス店の新規出店及び閉店は無く、

引き続き直営店はＣＯＮＡ業態で合計17店舗、焼売のジョー業態で合計11店舗、ライセンス店は、ＣＯＮＡ業態

で合計26店舗、焼売のジョー業態で合計３店舗となっております。

また、取組みとしましては、足元の原材料価格高騰に伴い、ＣＯＮＡ業態ではサイドメニュー等を、焼売のジ

ョー業態では、フード及びドリンクに係る一部商品の値上げを行っております。

この結果、レストラン事業の売上高は1,471,925千円、セグメント利益は33,642千円となりました。

（全社）

上記の結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高3,043,122千円、営業利益195,102千円、経常利益184,086

千円、四半期純利益126,719千円となりました。
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（２）財政状態の分析

（資産）

当第２四半期会計期間末における総資産は、現金及び預金が34,320千円増加、新規出店に伴い建物（純額）が

48,554千円増加、敷金及び保証金が23,398千円増加した一方で、建設仮勘定の建物等への振替等により有形固定

資産のその他（純額）が31,018千円減少、償却によりのれんが45,149千円減少したことなどにより、2,919,935千

円（前事業年度末比27,342千円の増加）となりました。

（負債）

当第２四半期会計期間末における負債は、１年内返済予定の長期借入金が34,107千円、長期借入金が56,326千

円、未払法人税等が45,740千円、賞与引当金が4,445千円増加したものの、社債が58,000千円、流動負債のその他

が53,659千円、固定負債のその他が107,078千円減少したことなどにより、2,308,860千円（前事業年度末比

99,377千円の減少）となりました。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産は、四半期純利益126,719千円を計上したことにより611,074千円（前

事業年度末比126,719千円の増加）となりました。

（３）キャッシュ・フローの分析

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物は、前事業年度末と比べて39,320千円増加し700,761千円と

なりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは149,545千円の収入となりました。

主な増加要因は、税引前四半期純利益200,266千円、減価償却費58,210千円、のれん償却額45,149千円などであ

り、主な減少要因は、長期未払金の減少額100,108千円などであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは126,286千円の支出となりました。

主な増加要因は、有形固定資産の売却による収入8,000千円などであり、主な減少要因は、有形固定資産の取得に

よる支出106,968千円、敷金及び保証金の差入による支出23,897千円などであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは16,062千円の収入となりました。

主な増加要因は、長期借入れによる収入272,120千円などであり、主な減少要因は、長期借入金の返済による支出

181,686千円、社債の償還による支出63,000千円などであります。

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

「新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）」に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はあ

りません。

（５）経営方針・経営戦略等

当第２四半期累計期間において、「新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）」に記載した当社が定め

ている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき課題及び財務上の課題について重要な変更はあり
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ません。

（７）研究開発活動

該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000

計 400,000

(注) 2024年５月20日開催の取締役会決議により、2024年６月18日付で普通株式１株につき20株の株式分割を行ってお

ります。これに伴い、2024年６月18日付けで定款の一部変更が行われ、発行可能株式総数は、7,600,000株増加

し、8,000,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2024年２月29日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年８月22日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 100,000 2,000,000 非上場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
単元株式数は100株であります。

計 100,000 2,000,000 － －

(注) １．2024年５月20日開催の取締役会決議により、2024年６月18日付で普通株式１株につき20株の株式分割を行っ

ております。これに伴い、2024年６月18日付けで定款の一部変更が行われ、発行済株式総数は、1,900,000

株増加し、2,000,000株となっております。

２．2024年６月17日開催の臨時株主総会決議により、2024年６月17日付で１単元を100株とする単元株制度を採

用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年２月29日 － 100,000 － 10,000 － －
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(5) 【大株主の状況】

2024年２月29日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

株式(自己株式
を除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

株式会社MAcompany 東京都新宿区富久町39-19 50,000 50.00

青柳 誠希 東京都新宿区 29,000 29.00

小島 直人 東京都港区 13,000 13.00

株式会社ナシエルホールディングス 東京都新宿区西新宿1-18-2晴花ビル4階 2,702 2.70

株式会社菅野製麺所 東京都大田区西蒲田6-29-2 1,166 1.16

下遠野 亘 東京都台東区 1,000 1.00

有限会社和光 東京都港区赤坂9-7-1 1,000 1.00

株式会社プレコフーズ 東京都品川区南大井6-26-3 800 0.80

株式会社フードサプライ 東京都港区赤坂9-7-1 666 0.66

竹川 敦史 東京都世田谷区 333 0.33

計 ― 99,667 99.66

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年２月29日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 100,000 100,000
完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 100,000 － －

総株主の議決権 － 100,000 －

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の定時株主総会終了後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動は、次のとおりであります。

(1)新任役員

役職名 氏名 生年月日 略歴
任期

所有
株式数
(株)

就任
年月日

監査役 藤原 英理
1961年
８月７日

1987年３月 東京大学大学院修士課程修了

(注)
２

－
2024年

３月１日

1987年４月 中外製薬株式会社 入社

2000年４月 野村證券株式会社 入社

2003年６月 社会保険労務士・FP事務所 設立

2004年８月
あおば社会保険労務士法人 設立
（個人事務所を法人化、現任）

2013年３月
株式会社西日本環境
社外取締役就任（現任）

2015年６月
株式会社松屋フーズ（現：株式会社
松屋フーズホールディングス）
社外取締役就任（現任）

2017年11月
株式会社ＣＡＭＥ
取締役就任（現任）

2021年４月
東礼自動車株式会社
社外監査役就任（現任）

(注)１．監査役 藤原英理は、社外監査役であります。

２．補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了する時までとなります。

(2)退任役員

役職名 氏名 退任年月日

監査役 馬塲 亮治 2024年２月29日

(3)異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性８名 女性２名 (役員のうち女性の比率20.0％)
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期会計期間(2023年12月１日から2024年２月29日まで)及び第２四半期累計期間(2023

年９月１日から2024年２月29日まで)に係る四半期財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による四半期レビ

ューを受けております。なお、従来、当社が監査証明を受けているPwC京都監査法人は2023年12月１日付でPwCあらた

有限責任監査法人(存続監査法人)と合併し、同日付で名称をPwC Japan有限責任監査法人に変更しております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2023年８月31日)

当第２四半期会計期間
(2024年２月29日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 666,441 700,761

売掛金 122,739 122,625

原材料及び貯蔵品 16,063 18,069

その他 113,171 128,176

貸倒引当金 △891 △711

流動資産合計 917,524 968,922

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 851,756 900,311

その他（純額） 95,736 64,718

有形固定資産合計 947,493 965,029

無形固定資産

のれん 451,499 406,349

その他 109,447 100,224

無形固定資産合計 560,947 506,574

投資その他の資産

敷金及び保証金 334,077 357,475

その他 123,896 115,799

投資その他の資産合計 457,974 473,275

固定資産合計 1,966,415 1,944,879

繰延資産合計 8,652 6,133

資産合計 2,892,593 2,919,935
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(単位：千円)

前事業年度
(2023年８月31日)

当第２四半期会計期間
(2024年２月29日)

負債の部

流動負債

買掛金 186,238 187,530

短期借入金 10,000 －

1年内償還予定の社債 121,000 116,000

1年内返済予定の長期借入金 318,027 352,134

未払法人税等 19,737 65,477

賞与引当金 29,955 34,401

店舗閉鎖損失引当金 8,376 －

その他 327,060 273,401

流動負債合計 1,020,395 1,028,944

固定負債

社債 123,000 65,000

長期借入金 931,578 987,904

資産除去債務 131,408 132,234

その他 201,855 94,777

固定負債合計 1,387,842 1,279,916

負債合計 2,408,237 2,308,860

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

利益剰余金 474,355 601,074

株主資本合計 484,355 611,074

純資産合計 484,355 611,074

負債純資産合計 2,892,593 2,919,935
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(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2023年９月１日
至 2024年２月29日)

売上高 3,043,122

売上原価 1,040,882

売上総利益 2,002,240

販売費及び一般管理費 ※ 1,807,137

営業利益 195,102

営業外収益

受取手数料 575

受取補償金 656

保証金回収益 500

その他 711

営業外収益合計 2,443

営業外費用

支払利息 9,612

社債発行費償却 2,519

その他 1,327

営業外費用合計 13,459

経常利益 184,086

特別利益

固定資産売却益 8,000

資産除去債務戻入益 3,203

店舗損失引当金戻入額 4,975

特別利益合計 16,179

税引前四半期純利益 200,266

法人税、住民税及び事業税 65,389

法人税等調整額 8,157

法人税等合計 73,546

四半期純利益 126,719
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期累計期間
(自 2023年９月１日
至 2024年２月29日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 200,266

減価償却費 58,210

長期前払費用償却額 7,881

社債発行費償却 2,519

のれん償却額 45,149

貸倒引当金の増減額（△は減少） △180

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,445

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △8,376

固定資産売却損益（△は益） △8,000

資産除去債務戻入益 △3,203

支払利息 9,612

売上債権の増減額（△は増加） 113

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,005

仕入債務の増減額（△は減少） 1,291

長期未払金の増減額（△は減少） △100,108

その他の資産の増減額（△は増加） △15,235

その他の負債の増減額（△は減少） △15,112

その他 1,521

小計 178,789

利息の支払額 △9,594

法人税等の支払額 △19,649

営業活動によるキャッシュ・フロー 149,545

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △106,968

有形固定資産の売却による収入 8,000

敷金及び保証金の差入による支出 △23,897

敷金及び保証金の回収による収入 4,200

長期前払費用の取得による支出 △11,779

その他 4,158

投資活動によるキャッシュ・フロー △126,286

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △10,000

長期借入れによる収入 272,120

長期借入金の返済による支出 △181,686

社債の償還による支出 △63,000

その他 △1,371

財務活動によるキャッシュ・フロー 16,062

現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 39,320

現金及び現金同等物の期首残高 661,441

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 700,761
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【注記事項】

(四半期損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2023年９月１日
至 2024年２月29日)

給与及び手当 707,807千円

賞与引当金繰入額 45,493千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

当第２四半期累計期間
(自 2023年９月１日
至 2024年２月29日)

現金及び預金 700,761千円

現金及び現金同等物 700,761千円

(株主資本等関係)

当第２四半期累計期間(自 2023年９月１日 至 2024年２月29日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

２ 基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間(自 2023年９月１日 至 2024年２月29日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
四半期損益
計算書計上額

(注)１ラーメン
事業

レストラン
事業

計

売上高

顧客との契約から生じる収益 1,571,197 1,471,925 3,043,122 － 3,043,122

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 1,571,197 1,471,925 3,043,122 － 3,043,122

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 1,571,197 1,471,925 3,043,122 － 3,043,122

セグメント利益 161,460 33,642 195,102 － 195,102

(注）１．セグメント利益の合計額は四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

２．管理部門等の報告セグメントに帰属しない本社費用については、セグメント利益の算定上合理的な配賦基準

により、各報告セグメントへ配賦しております。
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２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期累計期間
(自 2023年９月１日
至 2024年２月29日)

１株当たり四半期純利益 63円36銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 126,719

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 126,719

普通株式の期中平均株式数(株) 2,000,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．2024年６月18日付で１株につき20株の株式分割を行っておりますが、当事業年度の期首に当該株式分割が

行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算出しております。

(重要な後発事象)

(株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更)

当社は、2024年５月20日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更について決

議いたしました。

１．株式分割の目的

投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目

的としております。

２．株式分割の概要

(１)株式分割方法

2024年６月18日(火曜日)を基準日として、同日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普

通株式１株につき20株の割合をもって分割いたします。

(２)分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 100,000株

今回の分割により増加する株式数 1,900,000株

株式分割後の発行済み株式総数 2,000,000株

株式分割後の発行可能株式総数 8,000,000株

(３)株式分割の日程
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基準日公告日 2024年５月31日(金曜日)

基準日 2024年６月17日(月曜日)

効力発生日 2024年６月18日(火曜日)

(４)１株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響については、該当箇所に記載しております。

３．定款の一部変更

(１)定款変更の理由

今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2024年６月18日をもって、当社の定款第６

条の発行可能株式総数を変更しております。

(２)定款変更の内容

変更の内容は、以下のとおりであります。(下線部分が変更箇所となります)

変更前定款 変更後定款

（発行可能株式総数）
第６条当会社の発行可能株式総数は、400,000株とす
る。

（発行可能株式総数）
第６条当会社の発行可能株式総数は、8,000,000株とす
る。

(３)定款変更の日程

効力発生日：2024年６月18日(火曜日)

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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